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日本企業 にお ける評価制度の現状 と課 題

主として能力の言語化に焦点をあてた一考察一

社会経済生産性本部 東狐貴一

村田祐一

はじめに

 90年 代半ば以降，人事制度を改定 したり，ある

いは全面的に再構築 し直す企業が後をたたない。

その流れを一言でいうと，年功主義，能力主義か

ら成果主義への流れということが出来る。

 戦後， 日本企業は1920年 代に実施されていた

アメリカの評価制度を手本としっっ，60年 代の

後半以降 日本独特の能力主義的人事制度である

『職能資格制度」を構築してきたといわれる。職能

資格制度は，職務遂行能力のレベルにもとついて

能力評価を行い，評価 ・育成 ・処遇 というサイク

ルの中で，人材の価値を高め，組織 も成果をあげ

ていくというWIN=WINの 関係が組み込まれて

いると考えられる。しか し，80年 代以降，この日

本型能力主義人事制度はほころびを見せ始める。

日本型能力主義人事制度モデルは，高度経済成長

といった右肩上が りの経営環境の中では，機能す

るモデルであったが，いざ経済成長に陰 りがみえ

始めると従業員の高資格化 ・高コス ト化が顕在化

しやすい仕組みになっていた。実は能力評価とい

いなが ら，きちんと従業員の能力を評価 し，昇格

や昇進に反映 していくだけの基準になり得ていな

かったことが背景にある。

 こうした中で，90年 代 に入 りグローバルな経

営競争が激化 してきたことや，株式持合い解消

で，ものを言う株主が台頭 してきたことにより，

企業の短期的な業績が厳 しく問われるようになっ

てきた。それに併せるかのように企業の人事制度

は急速 に短期的な業績や結果を重要視する成果主

義へと色彩を強めてきている。 もっとも，近年 は

む しろ長期的な不況下で企業業績が上向かない環

：境においては，成果主義人事制度 は人件費抑制の

ための方便だとしてとらえられる風潮が広まって

きており，職場内の協力 ・協調意識の低下や賃下

げによるモチベーションの低下 といった成果主義

の負の部分が目立ち始めている。 こうした中で，

成果をあげるには，結局のところ従業員一人ひと

りの能力の向上や発揮がなくてはならないという

意見が拡がり始めている。いわば成果主義だから

こそ能力主義をしっかり構築 し，根付かせる必要

があるという認識が強まってきている(社 会経済

生産性本部(2002))。

 そう考えてくると， これからの日本企業が目指

す能力主義人事制度 とはどういったものなのかを

考えることは，成果主義が うまくいくためにも重

要 となってくる。本稿では，評価制度の中でも特

に能力評価に注目して，これまでの能力評価が内

包する問題点と今後の能力評価の方向を考えてみ

たい。ここで能力評価をとりあげるのは，企業の

成長 ・発展に大きく寄与するのは，あくまで も人

であり，人の能力開発や能力発揮をうまく引き出

していける企業こそが勝ち残っていく企業だと考

えるか らである。

1.日 本企業の評価制度の問題点

 まず，最初に日本企業における能力評価の現状

について見てみることにする。

 日本企業の評価制度全般の問題点として，よく

耳 にす ることは 「評価基準が不明確」あるいは

「評価基準の客観性 ・合理性が乏 しい」 という点

である。そのため，評価結果は， ともすれば中心

化傾向や寛大化傾向に陥りやす くなる。結局，評

価基準 として一番分りやすい経験年数や資格滞留

年数など時間的要素が能力の蓄積 ・保有度を示す

代替変数 として重要視 され，結果 として年功的な

運用になりがちだと言われる。

 例えば，表1は 職能資格制度を導入 した企業を

対象に行 った調査で，ややデータは古いが， この

結果から評価制度の幾っかの問題点が浮かび上が
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表1 職能資格制度の問題点の有無とその内容

(%)
             一

全産業
 一

規模計
3，000人1，000人

以 上  以 上
    『 一 

32社  54社

999人

以下

      一轡
一

148社

一 一一

62社      50社

     一.  『

98社[

合計 100.0 100.OI100.OI100.0

問題点がある 93.2

100.O I 100.0
 一一        『 -

96.994.490.392.9

    60.8 1 60.7

一-一

94.0

問題

点
の
内容

職能要件が抽象的であいまい 57.2 45.2
  .一

 46.4

42.9

56.0

  一

59.6
 i『

36.2年功的運用 に陥 って いる
』                      一

 51.4
一

58.1
一一

41.9

 52.9

 45.1
 15.7

一 一一

 59.3

資格 と担当職務 にギ ャ ップがあ る 43.5 47.3 36.2
        一『

増加 した高資格者の根強 いポス ト志向
』

15.9 12.9 17.9 12.1 23.4
 一『

29.8特定資格への滞留者増加 とそのモ ラール ダウン 24.6 22.6 23.5 26.8 22.0

昇格基準が はっきりしない
』 羽-一

29.0 16.1 25.5 39.3  28.6
-

 36.3

 一 

29.8

中高年の高資格化で人件費負担が重い  37.0
『.

48.4 33.3 33.9

.一 一r

  38.3

定昇部分が大きすぎる 11.6 6.5 13.7 12.5 13.2

 『

8.5

個人の能力や業績を反映したメリハ リのある賃金になっていない 52.2 38.7 52.9 58.9 56.0 44.7

賃金に占める「職能資格に基づ く賃金』の割合が低すぎる
一 一一一

13.0 19.4 11.8 10.7 13.2 12.8
  一

能力や業績を判定するための評価制度の客観性・合理性が不十分 45.7 45.2 45.1 46.4 47.3 42.6
『 一

25.5
 -}一 一

 14.9
 一一

 6.0

能力開発や人材育成との関連性が無い 23.9 19.4 19.6 30.4 23.1

その他 7.2 3.2 3.9 12.5 3.3

一 幽
特 に問題 は無 い 6.8 3ユ 5.6 9.7 7.1

注)問 題点の内容 は複数回等で，「問題点が ある」を100と して算出

資料)労 務行政研究所 『労政時報」(1997)

る。

 調査結果によると，職能資格制度を導入 してい

る企業の9割 強は，職能資格制度 に問題を感 じて

いる。問題 と感 じている点を複数回答で求あてい

るが，回答率の高い項 目を拾い出すと，次のよう

なことが分かる。職能資格制度を導入 している企

業の5割 強は 「職能要件が抽象的であいまい」で

あり，そうした職能要件を元にして設定されてい

る 「能力や業績を判定する評価制度 も客観性 ・合

理性が不十分」となっている。そのたあ，「個人の

能力や業績を反映 したメリハ リのある賃金になっ

ていない(な ることができない)」。その分，経験

年数や滞留年数をかなり勘案 した評価となり，結

果として 「年功的な運用」となりがちとなる。日

本企業の約8割 強に職能資格制度が導入 されて

いる現状を考えると，こうした点 は，日本企業の

評価制度の問題点そのものといえよう。

 では何故，職能要件が抽象的であいまいになる

のだろうか。社会経済生産性本部(2000)に よる

と，職能資格制度導入企業のうち約9割 は職能要

件書を整備 している。そのうち，職種別，職群別

などきめ細かい整備をしている企業は，約4割 を

占めており，さらにそのうち5割 強は数年 ごとに

見直 しをしていると回答 している。一方，全社共

通の職能要件 しか整備 していないという企業 も約

4割 を占めており， そのうち6割 強は最初に作成

したままメンテナンスはしていないと回答 してい

る。メンテナ ンスがされていないということは，

実は現場で活用されていないことの裏返 しでもあ

る。周知の通 り，職能要件書を作成するには職務



調査として課業を洗い出 し，課業の難易度評価を

行い，課業を完全にこなすには何等級が相応 しい

かという形で資格を設定 していく。課業の洗い出

しや能力要件の設定は，極めて時間のかかる作業

となっている。手間がかかるわりに活用されてい

ない理由は，堂々巡りになるが，手間をかけた割

には職能要件があいまいで抽象的だか らである。

しか し，たとえ年功的な運用になっていたとして

も，高度経済成長期のように企業自体が右肩上が

りに成長 していた時期には，特に切実な問題とな

らなかった。

 もっとも，一方で，全社共通の職能要件のみを

設定するなど，評価基準をあえて抽象的であいま

いにしておいた(し ておかざるを得なかった)と

いう見方 もある。遠藤(1997)は ，日本の評価制度

は，1920年 代にアメ リカで開発 された評価尺度

法をべ一スとしているが，戦後アメリカと日本と

では大きく評価制度の方向が変わったという。す

なわちアメリカでは評価制度と並行 して職務分析

の手法開発が進あ られ，評価制度と仕事との関連

を明確にしていった。そのたあ，アメリカ企業で

む しろ積極的に取り入れ られた評価手法はチェッ

クリス ト方式であった。仕事の中身が厳格に定め

られているな らば，やるべき一つ一つの職務が明

確となるか らだ。一方， 日本でも50年 代には職

務給の導入に多 くの企業が努力 し，日経連も奨励

を した。 しか し，結局のところ，職務分析も職務

給 も日本 には根付かないまま，60年 代半ばまで

にこうした努力は放棄されていった。

 その理由は，一つには日本企業では職務概念が

もともと明確でな く，配置される従業員次第で職

務範囲が変化するという属人的あいまいさがあ

り，職務分析が容易でなかったという点がある。

さらに，50年 代半ば以降の日本が高度経済成長

期にさしかかり，技術革新 と労働力不足の中で，

分析すべき職務の内容が変化 しっづけたことも指

摘できよう。

 この結果， 日本企業では仕事よりも人に焦点を

当てて，組織や仕事の変化に柔軟に対応 しつつ成

果をあげていく能力(=職 務遂行能力)を 評価基

準にするという方向へと向かうことになる。 この

ことからも分かるように，そもそも職能要件は職
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種限定的なスペシャリストを念頭において設定 し

たものというよりは，全社横断的なゼネラリスト

を念頭において設定 したものとして志向されてお

り，その結果として抽象的であいまいな表現にと

どまるのはむ しろ仕方の無いことであったと思わ

れる。

 職能要件も，それに連動する能力評価など評価

基準も抽象的であることにより，実際の評価は極

あて主観的評価に陥りやすいことになる。厚生労

働省 「平成13年 雇用管理調査」(以下，雇用管

理調査)に よると，人事考課制度があるという企

業の約9割(89.5%)が 制度 ・運営上 に何 らかの

問題があると回答 している。問題点 とした事項

(複数回答)を みると，「質の異なる仕事をする者

への評価が難 しい」(59 .4%)， 「考課者訓練が不十

分である」(54.0%)， 「考課基準が不明確又は統一

が難 しい」(45.7%)と なっている。また，同 「平成

13年 就労条件総合調査」(以 下，就労調査)で

は業績評価についてのみ見ているが，ここでも業

績評価を給与 に反映 させ る際の問題点 として，

「従 業員 の評 価 に対 す る納 得が 得 られ な い」

(32.9%)， 「評価によって勤労意欲の低下を招 く」

(26.5%)と いった点があげ られている。2っ の調

査に共通 しているのは，共に評価基準に対する自

信のなさである。そのためか，多 くの企業で，評

価制度の公開がそれほど進んでいない。

 雇用管理調査によると，人事考課制度のある企

業のうち，公開制度がある企業割合は25.3%と ，

およそ4分 の1の 企業にとどまる(表2)。 こうし

た背景には，やはり評価基準の設定に人事部が自

信を持てないことがあるように思われる。公開制

度がある企業にっいて公開内容(複 数回答)を み

ると，「評価基準等(調 査では考課基準)」 を公開

する企業割合は約9割(89.9%)， 「考課結果」を公

開する企業が85.8%を 占あている。つまり，公開

企業の多 くは基準 も結果 も公開 しているのであ

る。評価基準にある程度 自信があれば，考課結果

の公開もできるということかもしれない。最 も，

この調査からは評価結果が一体 どの時点のものか

(一次評価者時点の もの，すなわち絶対評価段階

のものなのか，あるいは最終調整 も入れた考課結

果なのか)が 明確ではない。 しかし，たとえ一次
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表2 人事考課の公開制度のある企業における公開内容別企業数割合

〈M.A.〉(単 位 ：%)

企業規模

企 業 規 模 計

5，000人 以 ..ヒ

1，000～4，999人

一30・ 一399人i

1・・一299人i

公 開 内容

人事考課の

公開制度が
ある企業

30～99人

計瞬
考課基準等

25.31・ … 一一『89.9

平成8年 調

(注)1)(

  2)

資料)厚 生労 働省(2001)

59.81100.0
一 一一.

93.1

44.5  100.0
.一.}一

100.089.1

100.0

94.3
一

38.4

29.5
一

90.5

一 一

一一

一.

18.5
 'L

18.1

 100.0
一丁 一

一 一

   一

89.0
一一 『

87.3100.0

58.1

59.3

66.8

56.7

62.7

53.0

73.9

75.5

79.4

72.0

73.0

考課項 目

ごとの

ウエー

者課
・き

58.8

57.4

匙
62.0

54.6

61.4

   考課 の

   手順 ・

   手続 き

60.51  48.9

62.2

66.9

75.5

72.2

    62.8

61.460.6

57.856.7

47.957.7

擁
__73.6

 68.2

7.9 83.3

50.8

  51.7

41.4

47.9

3.61 89.5

5.OI 86.4

  3.9    89.?

10.91  81.6

5.31 75.0

 )内 の数字 は， 人事考課制度があ る企業に占め る公開制度 があ る企業の割合であ る.「人
事考課 の公開制度 」 とは，考課基準 ・考課結果 な どを本 人に明示す る制度 をい う.

評価結果であったとしても，評価者にとって自ら

がつけた評価結果を公開するだけに，それなりの

結果説明責任が問われることになり，おのずと評

価行為自体を緊張感を持って行 うことになる。そ

ういった面 も考慮 して，評価結果の公開も行わせ

ているという見方も出来る一方で，だからこそ，

余計 に評価結果が中心化傾向や寛大化傾向に陥る

のだという見方 も出来よう。

 このように， 日本企業の評価基準は抽象的かっ

あいまいで合理性 ・納得性に乏 しいとの認識があ

る一方で，資格の昇格基準に能力評価を活用 して

いる企業がほとんどだ ということである。雇用管

理調査によると，昇格基準を定 あている企業の

内，能力評価，業績評価を活用 しているという企

業は役職者，一般職いずれにっいても9割 前後を

占めている。能力評価に しても業績評価に しても

抽象的であいまいな要素が多いにもかかわらず，

それを主たる昇格基準 として，多 くの企業が活用

している点である。

 もっとも，昇格は主として職務遂行能力の程度

で決あ られるものであるため，能力評価が主たる

情報源にならざるを得ない。む しろ調査結果で興

味深いのは，能力評価において試験 も実施 してい

る企業が大企業を中心 に4割 程度存在す ること

である(表3)。 この調査では，試験をする目的及

び内容が分 らないので類推するしかないが，一一っ

には，能力評価が万全でないこと，あるいは能力

評価で測定できる能力以外に，測定できないが評

価には必要 な能力があるということが考えられ

る。また，別な見方をすれば，試験をすることが

昇格不合格者に対するエクスキューズとなるとい

う考えもある(廣 石(2001))。 確かに，年功的な昇

格が行われることによる，高資格化 ・高 コス ト化

を避けるたあに，昇格の節目，節目で能力評価以

外に試験による選別を組み込むことは，何 もしな

いで昇格格差をつけるよりも納得性が高いと思わ

れる。

2.遅 い昇進 ・選抜方式と評価制度

 日本企業における人事考課制度は，「従業員の

日常の勤務や実績を通 じて，その能力や仕事ぶ り

を評価 し，賃金，昇進，能力開発等の諸決定に役

立てる手続き」(白井(1992))と 要約される。ここ

か ら伺われる人事考課の役割は，大 きく分けて2

っ指摘できる(八 代(充)(1995))。

 一つ には，能力や仕事ぶりを評価 してそれを被

評価者にフィー ドバックすることで従業員の能力
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表3 資格制度の上位昇格基準別企業数割合

〈M.A.〉(単 位 ：%)
一

  区 分
上位資格への

昇格基準を定
めている

   一一.一.

能力評価

   一i

在籍  業務

年数  評価

昇格

研修
学歴 人柄 その他一

 計 試験あり隙 なし
}-一-〒

    L
24.962.0

殳職者

   計

■_
84.2 1100.0 86.8

一

57.6 86.O I 12.8
  一

一一一 一

 8.1
一一

 1.9

一1一 一一
35.2117.3

，000人 以 上 95.0 100.0
一94 44.11

53.4 165.4
      一 一

    64.5

    62.2

78.7 15.7 18.5 23.1

，000～4，999人 98.9
      一.一一

〇〇～999人   94.2
  一.一一

100.0 92.741.2

  一一一
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開発を促進するという育成機能である。職能資格

制度が導入されている企業であれば，各従業員が

それぞれ格付けられている等級資格の要件をどれ

だけ充足 しているかを評価 し，足 りなければそれ

を指摘するとともに能力発揮を促すよう指導する

ことで育成につなげる。

 その一方で，人事考課はその結果により昇給や

昇格，あるいは昇進にまで反映されることで，従

業員間に差をっけるという選抜機能がある。日本

企業の選抜 システムは，いわゆる「遅い選抜方式」

(小池(1999))と 呼ばれる特徴をもっている。 こ

の考え方によると，多 くの日本企業では決定的な

格差のっ く選抜時期が先延ば しにされているた

め，多 くの人が上のポス トを目指 して，長い間昇

進競争を行うことになる。従業員は昇進期待をイ

ンセンティブにして，長期的に能力 ・スキル向上

にも努める。「昇進(期 待)は人材育成の母」(守 島

(2002))で あり，遅い選抜方式は長期的人材育成

とリスクの少ない人材の選抜を可能とするのであ

る。従業員側か ら見ると，評価プロセスや評価結

果がかならず しもオープンでないという情報の非

対称性の中で，どうすれば評価が高まるのかを自

ら考えて行動す ることになる。従業員は絶えず

「人事の見えない目」を意識 し，会社組織に目が向

けることになり，結果として組織の求心力を高め

る。こうした日本企業の遅い選抜 ・昇進 システム

のメリット，デメリットをまとめると，およそ表

4の ようになろう。

 ゆっくりとした昇進にもかかわ らず，長期的競

争状態 を維持 させ るための システムの一っが，

「わずかな差仮説」(岩 田(1977))で ある。この仮

説に従えば，企業は人事考課の結果に基づいて，

ある時期か ら後は，同期入社の従業員の間に微妙

な給与格差をっけていく。もっともその金額は，

最初はごく僅かであり，せいぜい数百円程度の も

のに過ぎない。給与格差の初期値が小さいのは従

業員の動機付けに配慮 しているか らだが，毎年の

人事考課の累積によりこの差は大きくなり，ひい
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てはそれが昇格 ・昇進の格差にっながってい く。

こうしたやりかたは，雇用期間のパースペクティ

ブ(石 田(1981))が それほど長 くない場合には従

業員 にインセンティブを与え ることはできない

が，長期雇用を前提 とする日本企業ではわずかな

差 は，十分従業員に対するインセンティブとなり

える。

 この考えにたっと，僅かの差が何に基づくのか

を認識 させ納得 させる局面が職場において見られ

ないと，格差は理不尽なものになり不満を高め，

職場のモラルを低下 させる原因 にもな りかねな

い。橘木(1995)は ，日本企業では，昇進による差

が確定的 となる前(課 長昇進前)に ，同期のもの

がそれぞれ能力差を意識 しはじめる時期があるこ

とを指摘 している。橘木 らは，電機メーカーへの

勤続10年 までの者へのア ンケー ト調査を行い，

その結果，勤続1年 目で半数のものがなんとなく

お互いの能力差がわかる，勤続2～4年 目にはか

なりわかるという回答が見 られるようになるとし

て，同期入社者の間で個々の能力の高低が早い段

階か ら，明 らかになっていることを指摘 してい

る。とすれば当然それは部下の能力を評価 してい

る上司にも分かっているはずである。つまり，制

度としての能力評価に現れにくい部分も含めて，

能力の評価による選別は入社後数年間にかなり進

んでいると推測できる。

 では，能力評価 にあらわれにくい評価は， どの

ように して感 じることができるのだろうか。八代

(尚)(1992)は 日本の大企業では昇進過程におい

て，仕事競争モデルとして良いポス トと悪いポス

トのどちらにっくかという競争があるという。良

いポス トでは貴重なOJTが 得 られ，かつ仕事振

りが注目される。逆にキャリアのスター ト時点で

悪いポス トにっいたものは十分な技能形成が得 ら

れず，評価される可能性 も小さい。結果 として，

好循環 ・悪循環のプロセスが生まれる。 この指摘

のように，良いポス トが昇進の前提条件になって

いることを考慮すると，良いポス トへの選抜は昇

進より早いということが予測できる。

 また梅崎(1999)は ，製薬会社のMRの 企業内

キャリアを分析することで，企業内の選抜 ・昇進

過程において，職位序列競争と同一職位内での仕

事序列競争 といった2っ の競争の存在を観察 し

たと報告 している。それによると，この事例にお

いて もMRは おそい昇進が確認されるものの，職

位に差が出る以前に難易度が高いと思われる仕事

が能力の高い人に優先的に割り当て られているこ

と，すなわち仕事の序列に応 じた仕事の割り振り

で差が出るという競争が見 られる。時にそれは適

材適所として婉曲的に表現されるが，同一資格で

も能力の高い人に困難な仕事を割り当てることは

企業にとって経済合理性に合致 していること，つ

まり能力の低い者のインセ ンティブやモラルを下

げることによるコス トと，能力の低い者に大切な

顧客を担当させることによる販売効率の低下や優

秀で将来性 も高いMRのOJT機 会を奪 うことか

らくるコストとを比較すると後者のコス トのほう

が大 きいという判断が働いている。そして， こう

表4遅 い 選 抜 ・昇 進 シ ステ ム の メ リ ッ ト ・デ メ リ ッ ト

メ リ ッ ト

・従業員の昇進意欲を持続的に高め られ
， 自己啓発意欲

を持続 ・向上 させ ることがで きる。
・決定的な選抜(管 理職昇進)ま で複数の異な る上司に

よ る評価情 報が 蓄積 され，評価 の恣意 性が 少 な くな

り，選 抜や昇 進をよ り正確に行え る。
・あま りに早 期にエ リー トを選抜す ることによ る，その

他大勢 の ノン ・エ リー トのモチベー シ ョンを低下 させ

ることを防 ぐ。
・基 本的には同一年 次同一昇進，年 次別昇進 管理 をほぼ

保 ちなが ら運 用 され るため，従業 員の序列意識 を満 足

させ られる。

デ メ リ ッ ト

・決定的な選抜(管 理職昇進)時 期が キャ リアの後期に

さ しかか る時期 とな り，その後管理職を育成す るのに

時間がかか る。

・長期にわた り教育投資がかか り，効果的な投資配分が

で きない。

・長 期に渡 る過 度の競争 に陥 ることもあ り， 従業 員が過

労 や ス トレスに よる メ ンタル ヘル スを悪 化 させや す

い。

参 考)八 代(充)(1995)， 今 野 ・佐 藤(2002)



いった仕事の序列に応 じた仕事の割り振りの差と

いう一一種の選抜の積み重ねが職位序列競争に影響

を与えているとしている。

3.評 価基準のあいまいさが生む競争

 このように評価基準があいまいであるにもかか

わ らず，現場では仕事を適材適所に割り振り，そ

れなりの人材にそれなりの仕事をまわ していくと

いう，目利きが機能 していることが幾っかの調査

か ら伺われる。ここでは，それに加えて，評価基

準があいまいであるか らこそ競争状態が維持され

るという側面 も指摘 しておきたい。

 先述 したように，日本の評価制度の大きな特徴

は，一言 でいうと職務との連動が希薄であること

である。米国のように職務分析が実施され職務記

述書が整備されてお らず，このことは従業員の働

き振 りを評価する基準がそもそも明確でないこと

を意味 している。

 職務概念が希薄なため，たとえ職能資格を設定

して も，その定義は抽象的にならざるを得ない。

しか し，抽象的であるがゆえに仕事の与え方は，

かなり自由度が高 くなる。よく言われるように，

ある等級にいる人の仕事は下位等級見合いの仕事

4割 ，当該等級見合いの仕事4割 ，上位等級見合

いの仕事3割 といわれるが，それほど上下に幅広

な仕事を担当 してお り，横に見て も異動 ・配置な

どもかなり柔軟に行える利点がある。

 評価基準が抽象的であいまいな表現であるこ

と， しか し同時に，評価や処遇に徐々にではある

が確かな差がっ くこと，このことは内部の競争状

態を生み出す大きな要因になる。人は，自分が何

故こうした評価を受けるのかということについて

強い関心を持っ。 しか し，評価結果に対 してあれ

これ言うことをよしとしない意識が強 く，組織が

下 した評価に異を唱えることが組織の和を乱すと

か，反集団的な行為と見 られる組織風土が根強い

と，結局，黙って自分でその理由を考えるという

形になりやすい。あいまいな評価基準，それにも

かかわ らず厳然として処遇格差があることは，減

点評価を受けた被評価者に対 して，その理由を自

問 自答させ，どうすればよいかを自分で考えさ
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せ，どうすればよい評価をもらえるのか， どうす

れば 「ダメな奴」という烙印を押されない評価が

得られるかを一生懸命考えて行動 させてい くとい

う形で心理的に働きかけて くる。この結果，時と

してス トレスや過労死を引き起こすような過度で

滅私奉公的な競争をひきおこすことにもなる。

 日本企業で一般的な相対評価も，競争促進に一

役買 っている。絶対評価 ではな く相対評価の場

合，あ らか じあ分布規制が決め られており，その

中に割り振 られる。問題になるのは区分の境界に

位置する場合で，例え同程度と思われるものがい

ても，分布規制にあわせて最終的には上か下かに

強制的に分けて しまう。その基準 は明確ではな

く，人事部や担当役員などによる最終調整結果の

賜物であり，その基準はあきらかにされることは

ない。そのため，さらにそれが競争状態を生み出

すことになる。

 このように，これまで日本企業では評価基凖が

あいまいであることを問題として認識 しつっ も，

一方であいまいであることが内部に競争状態を生

むなど緊張感やグループダイナミクスを生み出す

要因にもなっていたものと思われる。

4.言 語化されていない能力基準

 日本企業にはこれまで短期的な仕事やポス トの

割り振 りといった形であらわれる競争と長い期間

にわたる昇進 ・選抜競争があったといえる。前者

の競争は短期的な競争の繰 り返 しで，ひとっひと

っは決定的 ものではなく，敗者復活や逆転 もあり

えたにして も，その積み重ねが長期的な昇進 ・選

抜格差にっながることを考えると，前者での競争

の持っ意味は大きい。

 個々人にどういった仕事を割り振るかといった

基準は，ひとっにはその人間が過去にどういった

仕事を してきたかという点であり，それを通 して

将来的な潜在的可能性や期待感が含まれているも

のと考え られる。おそ らく，現場の管理職はこう

した部下の職務遂行能力に対 して何 らかの，形に

な らない評価基準やある種のセンスを内的にもっ

ているのである。それは組織風土に根付いた感覚

かもしれないし，その組織独特の 「できる奴」と
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いった基準か もしれない。 こういった，ある種の

目利 き，あるいは，評価における 「暗黙知」とで

もいうものを現行の能力評価項目はうまくす くえ

ていないし，言語化 していないのではないか。あ

きらかに，現場では仕事序列に応 じた割り振りを

する目利きがあり，長い選抜 ・昇進競争の中で会

社にとって有能な人材かどうかを評価 している。

あるいは，廣石(2001)が 指摘するように，評価表

の上司所見欄に，人柄や性格といった個人属性に

まで踏み込んだ情報 として記述 されているのかも

しれない。 しかし，そうした情報は，実際の能力

評価の要素に反映 されたりせず，埋 もれているよ

うに思われる。

 しかしここにきて，長期の昇進 ・選抜競争 シス

テムが うまく機能 しなくなりつつある。その原因

は，管理職ポス トに対する需給ギャップ，いわゆ

るポス ト不足が顕在化 してきたことによる。そも

そも長期の昇進 ・選抜競争は，企業規模が持続的

に拡大 していること，従業員の年齢構成と組織構

造が一致 していること等が成立の条件であった。

しか し昭和50年 代以降，企業経営は安定成長か

ら低成長へと向かう一方で，団塊の世代をコアと

して従業員の高齢化 ・高資格化が進んだこと，男

女の雇用平等待遇が進む中で女性が昇進競争への

参入 しはじめたことなどにより，ポス ト需要が急

速に高まってきた。 このたあ，管理職 とは別に専

門職制度を設けたり，職能資格制度による資格 と

役職を分離 して，昇進圧力を昇格で吸収 したり，

さらには日本企業にはあまり馴染まなか った抜擢

人事や逆転人事を行 う企業が この時期以降増えて

きた(八 代(充)(1995))。 企業 と従業員の間には，

従業員が企業 にコミットして仕事 に励む代わ り

に，企業は従業員に昇進 ・昇格機会や雇用保障を

提供するという 「心理的契約」が成立 していると

言われる。 これが抜擢人事や逆転人事で破 られる

と，モチベーションの低下を引 き起 こしかねな

い。そのため，あまりこういった刺激的な人事は

これまで採用されてこなかった。 しかし，その一

方で従業員の勤労意識に変化が見 られ， これまで

のようなライン管理職志向が薄れて，むしろ専門

職志向が強まってきている。 ライン管理職に昇進

して も，組織運営や部下管理におわれて大変な目

にあうだけであり，多少処遇で差がついて も，や

りたい仕事や専門領域を深あていくほうが気が楽

だ し，やりがいがあるという意識の拡がりが背景

にある。また，転職への心理的抵抗が薄れてきて，

本当にやる気も能力もある人材が一定の年齢に達

するまで，何の決定権も裁量権 も与えられないこ

とに嫌気がさして，早々に新天地を求めて出て行

くことも珍 しくない光景 となってきている。

 こういう層の台頭は，むしろ抜擢人事や逆転人

事があっても，それほど意に介 さない層が増えて

きたことを意味する。そう考えると，従来 とは異

なる組織内競争 システムを作 り出さないと，管理

職への動機付けができないまま，管理職のなり手

がいなくなる，なってもいやいやなるということ

になりかねない。

 こうしたことか ら，これまでの長期的な選抜方

法から，30歳 代前半 ぐらいまでに出来る人材を

引き抜いて，それなりの研修や仕事を交互に与え

っつ，早 く選抜 ・登用させていく，いわゆる早期

選抜システムを導入 しようという動 きが見られっ

つある。社会経済生産性本部(2001)に よると，さ

すがに米国企業のように，採用段階から将来幹部

候補生を別 コースで育成 していくという，いわゆ

るFast Trackを 行 っている企業は少ない(1.5%)

ものの，一・定年齢か ら段階的に幹部候補生を選

抜 ・育成するという企業が最 も多 く(31.3%)， 業

績や成績などで優れたものを若いうちか ら抜擢す

る とい う企 業 が そ の次 に多 くな って い る

(29.8%)。 しか し， 早期選抜の問題点を見てみる

と，圧倒的に 「選抜の基準設定や選抜方法が難 し

い」 と回答 している企業多い(56.6%)。 このこと

は先に述べたように，選抜に値する人材の能力と

はなにか，どこをみればその人材が選抜にふさわ

しいかといった基準の言語化がされていないこと

と大いに関係があると思われる(も っとも，さら

に言えば，経営 トップがこれから求められる人材

像 というものをクリアに示 していない，あるいは

示せないことによると言 ってもよい)。
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5.コ ン ピテ ン シーは能 力 の言語 化 にな り

 え るか

 近年，日本企業の人事関係者の間でコンピテン

シーという概念が注目を浴びている。コンピテン

シーとは，「継続的，安定的に高い成果や業績を上

げ続けられる従業員特有に見 られる行動特性」と

定義される。

 コンピテンシーは，その設定段階で，いわゆる

高業績者への行動インタビューやアンケー ト調査

を行い，成果に密接 に直結 した行動パターンを抽

出 し，統計的に処理 して類型化することで設定 さ

れる。設定 されたコンピテンシーは，評価項 目や

評価の着眼点，行動チェックリス トなどに活用 さ

れる。いってみれば， これまで形にされにくいも

のの，暗黙知 としてあった能力を言語化 したもの

がコンピテンシーだといえる。

 しか しなが ら，実際に企業に導入されたコンピ

テンシーを見ると，従来の職能要件書 とどのよう

に異なるのか，それほど明確ではない。表5は ，

営業職 ・中堅層の 「折衝力」にっいての職能要件

例とコンピテンシー記述例の比較である。職能要

件例に比べてコンピテンシーの方は，営業職が折

衝する局面にさらに細か く分けて，折衝をうまく

進めるための具体的な行動を記述 している形 に

なっている。 しか し，企業によっては，以前か ら

着眼点としてこうした項目を評価表に取り入れて

いる例もあり，それほど目新 しいものではない。

社会経済生産性本部(2001)に よると，上場企業

のコンピテ ンシー導入状況 はやや増加傾向にあ

る。 コンピテンシーを導入 している企業では，そ

の理由と して 「評価ポイン トが明確になり，納

得 ・客観性が高まるため」との回答が42.1%と

最 も高 くなっている。一方，コ ンピテンシー導

入 ・活用における課題を見ると，最 も高い回答率

であったのは，「結局のところコンピテンシーも

抽象的表現にならざるを得ない」(26.3%)， 次い

で 「設定 したコンピテンシーの妥当性 ・信頼性の

検証が困難」(18.4%)と なっている。つまり，コン

ピテンシーが評価基準の納得性 ・客観性を高める

ものとして期待 しているものの，実際の活用段階

では，そもそも職務概念があいまいなため成果と

は何かがはっきりしていないことや対象とする職

掌や部門に横断的に幅広 く使える基準 とするため

には，結局のところ抽象的な表現 になりやすいこ

となどから，期待していた効果がどれだけ得 られ

るか未知数 といえる。

 また， コンピテンシーによる評価項 目や着眼点

を設定 して も，評価段階の選択は難 しいといえ

る。表は，典型的な能力評価での評価尺度 とある

コンピテンシー導入企業でのコンピテンシーの評

価尺度を比較 したものである。一見して分るよう

に，職能資格の場合は資格 レベルに照 らし合わせ

てどの程度か という基準を設定できるが， コンピ

テンシー評価尺度のよりどころは，む しろ行動出

現の頻度となる(表6)。 そうなると，評価者は絶

えず被評価者の行動を日頃か らよく見ておく必要

があることになり，ホワイ トカラー層の職種 特

に個々人の裁量性が高い営業職などについては，

ほぼ不可能といわざるを得ない。また，評価基準

を具体的な行動で記述すればするほど，記述され

なかったが成果につながる行動は評価される余地

がないのではないかという問題も生ずる。

 前者の問題にっいては，多面評価を取 り入れる

など管理職の目が届かない部分を補おうとする企

表5 職能要 件例 と コンピテ ンシー記 述例の比較

(営業職 ・中堅層)

折衝力

職能要件書記述例

論理性 と幅広い専 門的知識 を もって， 相手 にわか り

やす くったえ ることがで きる。 また， 相手の性格 や

レベル， その時の状況 を的確 に判 断 して， こち らの

意志 を伝 え，納得 させる ことがで きる。

コ ン ピテ ン シー 記 述 例

○競合相手よ りも早 く具体的な販促計 画を提案 し，

 顧客 の 目を こち らにむけ させ る。

○ 企画 の代替 案を複数 用意 してお り，相 手の出方に

 あわせていっで も対 応で きるよ うにす る。

○先方 の決済事情 を正確 に把握 して，交渉相手 が受

 け入 れやすい提案 ・交渉 をすすめてい る。
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表6 段階の選択(評 価尺度の例)

評価
段階

 一一

 S

一般 的な職育

上 位等級 として も申 し分

          一

期待し要求する程度を申

B
期 待 し要求 する程度。少

業務 は支障 な く十分 に行

C

D

期 待 し要求 する程度 を下

はあるが，何 とか業務 は

業務 に支障 を来た した。

一般的な職能資格制度の例

期 待 し要求 する程度。少 々 ミスや問題 はあ ったが，

     コ ンピテ ンシー評価 の例

常識 的 と思 われた状況 を変 え，新 たな状況 をっ くっ

ていた。

目指 す方 向にむけて，状況 自体 を変 えてい く行動 を

と っていた。

   飆1

難 驚 騰1鷺 欝

明確 な意思 や判断 に もとづ き，取 るべ き行動 を選択

してお こな っていた。(能 動的行動)

ある状況 で誰 で もやる行動 をいわれずにお こな って

いた。(受 動的行動)

業もある。 しか し，評価者が部下や同僚 あるい

は他部署の管理職や外部顧客など必ず しも中立的

立場にあるとも，一一定水準の評価能力を有 してい

るともいえないため，その評価結果を参考として

使うには，それなりの注意が必要 となって くる。

 後者の問題にっいては，コンピテンシーを早 く

から導入 した，ある日本企業の場合，例年評価の

時期になると，上司と部下で行動を確認 し， もし

新たに成果にっながると思われるより良い行動が

見られる場合，人事部の了承を得た上で修正 ・加

筆 ・削除を行い，毎年その部署のコンピテンシー

評価基準書(コ ンピテンシーディクショナ リー)

を更新 していく形をとっている。っまり，人事部

で基本 となる基準は設定 しておくものの，実際に

運用段階では評価者それぞれが現場にあった形で

柔軟に読み替えをしていく。ただ，それではこれ

までのように評価者間での評価のバラッキといっ

た問題が解消 しないが， この企業の場合，評価の

基準となる行動を成文化 し，人事部にも了承を得

ているなど手続 きを踏んでいる所で一定の評価 レ

ベルが保たれるよう工夫がされている。

 また，この他 にも評価尺度 ごとにコンピテ ン

シーを設定するといった，かなりきめ細かい設定

をしている企業 もあるが，その内訳を見る限 り，

評価尺度の記述をやや丁寧にした程度であり，具

体的な記述になっているとはいえない。

6.評 価者の目利きをいかに高めるか

 このように考えると，コンピテ ンシーも暗黙知

としての評価者の目利 きの基準を完全に言語化で

きるものではないといえる。そもそもコンピテン

シーとは現在の成果を生み出すたあのモデル行動

なのであって，将来の成果にっながるかどうかは

必ずしも有効ではない。また，具体的に記述 され

ればされるほど，評価は硬直化 し，評価者は自ら

の目利 きを捨てて，考えて評価 しな くなるともい

える。むしろ，評価者にコンピテンシー的な視点，

つまり成果を上げるよう意図 した行動をとってい

たかといった視点で部下を見る状況を作 り出すこ

との ほうが重要か もしれない。例えば，カ ンパ

ニー制をとっている一部の企業では，人事権を各

カンパニーの責任者に委譲 している。部下の評価

と原資の配分権を委ねられたカンパニーの責任者

は，本社人事部による最終調整がない分，絶対評

価にせよ相対評価にせよ，納得性 ・合理性のある

評価を行 う必要に迫 られる。 もしそこで部下から

不信感をもたれるような評価をするならば，モチ

ベーションは低下 し，たちまちカンパニー自体の

業績の悪化，ひいては自分の評価 ・処遇のダウン

にっながることになるか らだ。そうしたところで

は，管理職はいやで も自ら評価基準をっ くりあげ

ていかねばならない(も っとも，カンパニーの管

理職同士で，評価基準のす りあわせをおこなって



いる企業 もある)。

 仮に権限を委譲されていなくても，成果主義が

強まる中で，管理職の評価訓練はこれまで以上に

重要になってくると思われる。

 評価制度や評価項目をいくら精緻に作 りこんで

も，実際に運用する側が充分制度を理解 し使いこ

なせなくては，制度は機能 しない。その意味で，

評価制度のルールを明確に評価者が理解するたあ

の訓練は極めて重要である。一一般 に，評価者訓練

では事例研究を通 して，価値基準の擦りあわせを

進あていく。評価には行動の選択，評価要素の選

択，評価段階(尺 度)の 選択の3つ の段階があり，

それぞれの選択基準(価 値基準)を 全評価者 に

よって共通に理解 されることが目的となる(楠 田

(1999))。 日本労働研究機構(1998)が 行 ったアン

ケー ト調査(上 場企業24社 の中間管理職約1600

人)に よると，多くの管理職が考課者訓練を受講

していることがわかる。 しかしながら，実施時期

(複数回答)を 見ると，「評価する立場に昇進 した

とき」 が72.1%で 最 も多く， 次いで 「不定期に

時々行われる」(23.1%)， 「何年かおきに定期的に

行われる」(5.7%)と なっている。つまり，考課者

訓練を受けるのは管理職など評価者に昇進 した時

に実施する場合が多 く，受講回数 も1回 のみとい

う割合が最 も高 くなっている(51.0%)。 考課者訓

練を受けた回数と主観評価先行傾向や直近評価傾

向との関係を見ると，訓練の受講回数が多 くなる

ほど両傾向が弱 くなることが確認できる(表7)。

考課者訓練を実施すれば，評価の運用上の問題が
一挙に改善 されるわけではないだろうが

，考課者

訓練を繰 り返 し実施することで，評価者間の評価
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のバラッキや寛大化傾向，ハロー効果，中心化傾

向などが多少 なりとも改善 され るものと思われ

る。

 コンピテンシーを評価制度に導入 している某外

資企業ではコンピテンシーディクショナリーを作

成 し，その中でコンピテンシー項目とその定義，

評価段階を設定 している。それだけを見ると，従

来の能力評価項目や評価段階と大きくは異ならな

い。 しか し，その企業では，実際に目標管理制度

で使う行動プロセスシートの中で，その期に成果

をあげるためにとった行動を部下自身が具体的に

記述できるスペースをかなり大きくとっている。

そ して期末面接の際， コンピテンシーディクショ

ナ リーとその記述を照 らし合わせて， どう評価す

るのかを上司と部下でとことん話 し合 うように指

導 している。また，実際に面接の場で，書かれた

行動の裏づけをどのように確認するか，行動に対

する指導をどのように進めるかにっいて，ケース

スタディーがで きるような研修制度を組んでい

る。

 今後，短期的な評価結果が早期選抜や登用に活

用されるようになると，これまでの暗黙知で，評

価者本人自身 も明確に認識 していなか った目利 き

のポイントを意識させ，その感度を高あていき，

部下の能力を表面的で現時点でのみ見ていくので

はなく，将来の成果につながる可能性をどれだけ

保有 しているかという視点 ももって評価 ・育成 し

ていくことが求め られるようになるだろう。その

意味では，ディクショナ リーや評価項目に成文化

され，まとめられたコンピテ ンシーではな く，コ

ンピテンシー的な視点で人を見る目を養 うことが

考

 一

2

  表7

考課者訓練受講回数

 0回(269人)

 1回(812人)

2回 以上(507人)

考課者訓練の受講回数と主観評価先行傾向問題および直近評価傾向問題の程度

主
一

一一.

主観評価先行傾向(指 数)

    一17.1

一32
.0

一51
.7

直近評価傾向(指 数)

一60
.7

一73
.6

一91
.9

注)主 観評価先行傾 向=「 まず全体 の評価 を決 めてか ら， それに合わせて項 目ごとの評価を決め る」(%)一 「項 目

  ごとの評価を積み上げて全体評価を決め る」(%)

  直近評価度=「 期間全体 を対象 とするよ うに してい るが実際 には評価時期 に近 い数 ヶ月 の仕事 ぶ りに引 っ張

  られて しま う」(%)×2一 「考課期間 を通 して評価 で きるよ うに，期初 か ら仕事 ぶ りを記録 す る」(%)×2一

  「仕事 ぶ りを記 録す ることはないが，期間全体を評価す るよ うに気をっけてい る」(%)
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評価者訓練においても重要であろう。

小括

 本論では，日本企業の評価制度，特にそのうち

で も能力評価 に焦点を当てて，次の点を確認 し

た。すなわち，日本企業では，職能要件自体の抽

象性，あいまい性か ら，能力評価が同 じく合理

性 ・納得性に乏 しい運用をされてきたと認識され

ている。 しか し，一方で，この抽象性，あいまい

性はもともと日本において職務概念が希薄なこと

に起因 し，それゆえ従業員に柔軟な職務分担させ

ることを可能にしてきた側面がある。また，抽象

的であいまいであるために，評価される側が，ど

うすればよい評価が得 られるかを考えて行動する

ようになり，結果として組織内に緊張感のある競

争状態が生まれ，組織が活性化するという機能が

あった。また，評価基準があいまいであるため，

決定的な差は短期的にはっかず，長いスパ ンでの

選抜 ・昇進システムが生まれ，長期的で複眼的に

人材を評価 し，選抜 してい くことが可能 となっ

た。

 一方，短期的には評価上の差はそれほど明確で

はないにしても，仕事の割り振りやポス トの割り

振りで，人材の評価がされており，そこには暗黙

知としての評価者の目利きが働いているものと思

われる。

 近年，ポス ト不足や勤労意識の変化などにより

長期の選抜 ・昇進システムが機能 しな くなりっっ

ある。一方で，企業は組織の若返りを図るたあに

早期選抜 など早 い時期か らの選別を行おうという

動 きがある。こうした中で，いままで暗黙知 に

なっていた能力評価基準や目利 きのポイン トを言

語化するためにコンピテンシーという新 しい概念

が導入されっっある。

 実際の企業に導入されているコンピテンシーを

見ると職能要件書や能力評価項 目とさほど大 きく

は変わらないのが実情である。む しろ， コンピテ

ンシー的な視点で部下の行動を見るということを

意識 した評価者訓練が今後 は求められることにな

ろう。能力を言語化することが仮に可能であって

も，言語化 した時点でそれは過去の成功体験で し

かな く，言語化 した記述にのみ目を奪われると，

評価者の目利き能力も衰えて しまう。む しろ目利

き能力や暗黙知は組織のDNAと して， 成文化せ

ず，む しろ意識やセンスとして体得させていくよ

うなシステムや組織風土づ くりができるかどうか

が企業成長の鍵を握るものと思われる。
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